
学校施設の耐震化等の促進について

【担当省庁】文部科学省

「学校施設環境改善交付金」等による公立学校施設の耐震化
の促進
◆ 国の「公立の義務教育諸学校等施設の整備に関する施設整備基本
方針」に沿って、京都府及び府内市町村では、公立学校の耐震化や
老朽対策、防災機能強化等各種の学校施設整備を計画的に実施して
いる。

このため、国で概算要求中の「学校施設環境改善交付金」の予算
を確保していただくとともに、京都府の事業を採択していただきた
い。

◆ 小中学校の耐震化工事に伴う地方負担軽減を図るため、平成 24
年度から実施されている全国防災事業債（元利償還金 80 ％の地方
交付税措置）を平成 27 年度においても継続していただきたい。
※高等学校が活用する「緊急防災・減災事業債（元利償還金 70 ％の地方交付税措置）」

は平成 28 年度まで延長決定済

◆ 公立学校施設整備費国庫補助単価について、改築・新増築等に係
る補助単価が実施単価より低いため、大幅に引き上げていただきたい。

＜文部科学省の概算要求＞

◎ 公立学校施設の耐震化及び老朽化対策等の推進 3,450 億円(26 年度予算額 1,271 億円)

子どもの安全・安心を確保する耐震化（非構造部材の耐震対策含む）、老朽化対策、防

災機能強化、教育環境改善を推進

※建築単価：対前年度比 ＋ 3.7 ％（資材費、労務費等の上昇分）

小中学校校舎（鉄筋コンクリート造）の場合

26 年度 166,000 円/㎡ → 27 年度 172,100 円/㎡

「私立学校施設整備補助金」による私立学校の耐震化の促進
◆ 私立学校についても、公立学校と同様に耐震化の促進が必要であ

るが、京都府は私立学校に通う児童・生徒の割合が高く、耐震化
の早期完了が重要な課題となっている。

ついては、国で概算要求中の「私立学校施設整備補助金」につい
て、補助希望額を満額採択できるよう十分な予算を確保していた
だきたい。
また、補助率が公立学校と比べて低いため、同程度に引き上げて

いただきたい。

＜耐震化補助率の比較＞

○IS値 0.3 未満：公立 2/3、私立 1/2 ○IS値 0.3 以上：公立 1/2、私立 1/3

平成 26 年 11 月 京都府



＜文部科学省の概算要求＞
◎ 私立学校施設・設備の整備の推進（私立学校施設整備補助金） 511 億円

（26 年度予算額 74 億円）
校舎等の耐震改築（建替え）事業及び耐震補強事業の防災機能強化のための整備等を

重点的に支援

【現状・課題等】

◎ 公立学校施設の耐震診断・耐震化の状況（26.4.1 現在）

校 種 耐震診断率 耐震化率 ▼府立学校の耐震化計画

幼稚園 100.0 ％ 85.3 ％ H25 20 校 41 棟完了

小学校 100.0 ％ 97.0 ％ 21 校 29 棟新規着手

中学校 H26 未耐震 49 棟を計画的

高等学校 100.0 ％ 81.5 ％ ～ かつ早期に着手

特別支援学校 100.0 ％ 100.0 ％ H27 耐震化率を 90 ％以上

※文部科学省耐震改修状況調査結果に基づく （府教育振興プラン目標）

▼ 公立の義務教育諸学校等施設の整備に関する施設整備基本方針

（平成 23.5.24 文部科学大臣告示）

・平成 27 年度までに公立義務教育諸学校等の施設の耐震化を完了 → 高校も対象

◎ 公立学校施設の改築・新増築に係る補助単価

区 分 実施単価 補助単価 単価差額

改 築 約 250 千円/㎡ 約 160 千円/㎡ 約 90 千円/㎡

◎ 京都府における私立学校の割合 （H26.5.現在学校基本調査速報地)

校 種 児童・生徒数 公私比率（私学児童・生徒割合） 参考（H26.5 全国順位）
幼 稚 園 23,803 人 ８５．２ ％ ２４位

小 学 校 4,466 人 ３．４ ％ ３位
中 学 校 8,476 人 １１．８ ％ ３位

高 等 学 校(通信除き) 30,886 人 ４２．８ ％ ２位

◎ 私立学校施設の耐震診断・耐震化の状況(H26.4 現在)
校 種 耐震診断率(％) 耐震化率(％) H25.4.1 全国耐震化順位 (1 位）

幼 稚 園 ５２．１ ６２．４ ４６位(静岡県 97.7 ％)
小 学 校 １００．０ １００．０

中 学 校 ８０．０ ８７．５ ２３位(徳島県 94.4%)
高 等 学 校 ７８．５ ８１．２

◎ 耐震化実施の棟数推移（私立学校施設整備補助金対象分） 単位：棟

２２年度 ２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度
幼稚園 １ １ １６ (6) １０ (3) ６

小･中･高等学校 ６ ０ ５ (1) １０ (7) １０
計 ７ １ ２１ (7) ２０ (10) １６

※ 26 年度は実施中の数値であり、( )は前年度繰越分で内数

【京都府の担当課】 教育庁管理部管理課 075-414-5778 ／文化環境部文教課 075-414-4517
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